
資料3
「学校災害対応マニュアル」の改訂について

スポーツ健康課

r

平成 23年 3月 11日 に発生した東日本大震災を踏まえて、平成 24年 3月 に文部科学省から

示された 「学校防災ヤニュアル (地震 ・津波災害)作 成の手引き」及び、平成 23年 6月 に県内

のすべての学校 (園)に 対して実施した 「東日本大震災にかかる各学校園での取組調査」結果の

検証を受けて、平成21年 2月作成した 「学校災害対応マニュアル」を改訂することとした。

1 改 訂 版 の位置 付 け

本マニュアルは、地震災害を想定した災害対応マニュアルめ作成例であり、各市町村、各学

校が、地域の特性や学校の実情に応じたマニュアルを作成する際に、活用するために作成した

ものである。

2 改 訂のポイント

(1)全 体について

ア 全体の構成を、文部科学省から示された 「学校防災マニュアル (地震 ・津波災害)作 成

の手引き」に合わせる形で見直し、「1事 前の危機管理 (備える)」く「2発 生時の危機管理

(命を守る)」、「3事 後の危機管理 (立て直す)」、「4そ の他 (資料等)」に内容を整理した。

イ 学校における地震防災を体系的に、フローチャー トで示した。

(2)「 1事前の危機管理 (備える)」について

ア 事前の備えの重要性から、「二次災害の洗い出し(例)」「非構造部材点検項目(例)」「避難

経路 ・避難場所の点検 (例)」「避難訓練 (例)」「研修内容 (例)」等、具体的な取組み例を追 f.

加 した。

(3)「 2発 生時の危機管理 (命を守る)」について

ア 児童生徒等の状況に応 じた主体的な対応行動の原則 として 「落ちてこない ・倒れてこな

い 。移動してこない」場所への避難を示した。

イ 緊急地震速報による対応について示した。

ウ 停電時の対応について示した。

工 避難方法や避難場所設定について、校舎等の耐震状況および発生時の天侯等、具体的視

点を示した。

(4)「 3事 後の危機管理 (立て直す)」について

ア 「安否確認」「引渡し(待機)」「′いのケア」「原子力災害」の内容を追加した。



ア授業中の対応 (習通執望 ・理科望 ・家庭
科ヨ ・田書館 ・体育館 ・機庭 ・プール)
イ補食時 ・体憩時における対応
ウ特別支援学校における対応学

校
管
理
下 ア基本的な対応

イ遠足、社会科見学等における対応

ア基本的な対応
イ地震発生時における対応
ウ スクールバス運行マエェアル

ア 学校防災委員会の設置及ぴ保

護者や地域、自治体等と連携
した体制づくり
イ災害対応マニュアルの見直し

ウ情報 ・連絡体制の整備
工備品 ・備薔

ア学校施設、設備、運難経踏、

避難場所等の点検 ・盤備
イ防災上必要な用品等の点検 ・

整備

ア主体的な対応行動をはぐくむ

実践的な防災教育の実施

ア事前 ・発生時 ・事後の三段階
の危機管理に対応した概内研修

改訂項目
ア 「二次災害の洗い出し(例)」
「非構造部材点検項目(制)」
「避難経路 ・避難場所の点検

(側)」 「避難訓練(例)」 「研悔

内容(例)」等、具体的な取組み

例を新たに追加

改訂項目
ア児童生徒等の1☆況に応じた主体的な対応行動の原則として、 「落ちて

こない ・倒れてこない 。移動してこない」場所への避難を追記

イ対応のスタートとして、地震発生前の 「緊急地震速報受信」について

項目を追加
ウ 「二次災害からの避難の決定と指示」について停電時の想定を追記
工 「二次対応」の留意点として、建物の耐震状況や発生時の天候等、避

難場所設定の具体的視点について追記

ア動員体制と安否確認(例)
イ安否確認の方法

アヨl速しの手順及び引意しカード

(例)

ア収容避難所開設までの協力 ・支援 |

イ
経
害避難所開設 ・運営の協力 ・支

|

i ア 心身の健康問題の組織的な進

|  め 方(側)

| ア基本的な対応

改訂項目
ア①②④⑤の項目を新たに追加

ア設置指針(制)|
イ学校災害対策 i …

…… ……―…… ……… ……――一

本部の組織 |
ウ各班の対応 |

報連絡体
関対

マニユアル
③災害用伝言
ダイヤル

④地震10箇条

本マニユアルは、地震災害を想定した災害対応マニユアルの作蔵側であり、各市町村、各学校が、地域の情性や学校の実情に応じたマニユアルを作成
する際に、活用するために作成したものである。


